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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第74期

第３四半期累計期間
第75期

第３四半期累計期間
第74期

会計期間
自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日

自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日

自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日

売上高 (百万円) 16,997 16,370 22,449

経常利益 (百万円) 1,159 916 1,469

四半期(当期)純利益 (百万円) 711 596 906

持分法を適用した場合の
投資利益

(百万円) ― ― ―

資本金 (百万円) 1,160 1,160 1,160

発行済株式総数 (株) 8,832,311 8,832,311 8,832,311

純資産額 (百万円) 19,337 16,606 19,544

総資産額 (百万円) 22,354 19,442 22,593

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 81.06 74.39 103.26

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

１株当たり配当額 (円) 20.00 20.00 40.00

自己資本比率 (％) 86.5 85.4 86.5
 

　

回次
第74期

第３四半期会計期間
第75期

第３四半期会計期間

会計期間
自 平成25年10月１日
至 平成25年12月31日

自 平成26年10月１日
至 平成26年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 32.74 41.38
 

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、四半期連結累計期間に係る主要な経営指標等の推移

については、記載しておりません。

２　持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社の重要性が乏しいため記載を省略しております。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

４　売上高には、消費税等は含まれておりません。

 

２ 【事業の内容】

当第３四半期累計期間において当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資

者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリス

ク」についての重要な変更はありません。

 なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

当第３四半期累計期間におけるわが国経済は、消費税増税に伴う消費の冷え込みからスタートし、夏場の天候不

順に悩まされた期間となり、また、地政学的リスクの増大、中国経済の停滞や急激な円安など海外動向に対する不

安感の増大等、依然として先行きは不透明な状況となっております。

食品業界におきましては、景気回復による個人消費の盛り上がりへの期待感はあるものの、依然として雇用・所

得環境は改善の兆しの途上であり、食の安全性に対する不安感の増大や低価格競争の激化と円安による原材料価格

とエネルギーコストの上昇への懸念など厳しい経営環境が継続しております。

このような状況の中で、当第３四半期累計期間の売上高は16,370百万円（前年同期比3.7％減）、営業利益は856

百万円（前年同期比19.8％減）、経常利益は916百万円（前年同期比21.0％減）、四半期純利益は596百万円（前年

同期比16.2％減）となりました。

セグメント別では、液体調味食品部門は、液体スープの売上が減少し、売上高は2,541百万円（前年同期比

12.4％減）、セグメント利益は324百万円（前年同期比22.6％増）となりました。

粉粒体食品部門は、機能性食品の受託が低調に推移しましたが、顆粒製品の受託が伸び、売上高は3,323百万円

（前年同期比0.6％増）、セグメント利益は69百万円（前年同期比19.3％減）となりました。

チルド食品部門は、焼そばの受託は好調でしたが、半生麺・ゆで麺等のアイテムが低調に推移したため、売上高

は2,576百万円（前年同期比3.0％減）、セグメント利益は226百万円（前年同期比4.8％減）となりました。

即席麺部門は、袋麺が低調に推移しましたが、カップ麺がカバーし、売上高は6,591百万円（前年同期比0.6％

増）、セグメント利益は製造品種構成の変化に伴う売上原価率のアップと人件費や動力費等の増加により216百万

円（前年同期比52.5％減）となりました。

その他は、その他商品の取扱が減少し、売上高は1,336百万円（前年同期比15.5％減）、セグメント利益は19百

万円（前年同期比14.9％減）となりました。

 

(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(3) 研究開発活動

当第３四半期累計期間における研究開発活動の金額は、139百万円であります。

なお、当第３四半期累計期間において当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 35,000,000

計 35,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成26年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成27年２月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 8,832,311 8,832,311

東京証券取引所
　市場第二部
名古屋証券取引所
　市場第二部

単元株式数は100株でありま
す。

計 8,832,311 8,832,311 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成26年12月31日 ― 8,832 ― 1,160 ― 1,160
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(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成26年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

(平成26年12月31日現在)

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式1,883,200

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式6,938,700 69,387 ―

単元未満株式
普 通 株 式   
10,411　

― ―

発行済株式総数 8,832,311 ― ―

総株主の議決権 ― 69,387 ―
 

 

② 【自己株式等】

(平成26年12月31日現在)

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式）
ユタカフーズ株式会社

愛知県知多郡武豊町
字川脇34番地の１

1,883,200 ― 1,883,200 21.32

計 ― 1,883,200 ― 1,883,200 21.32
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間(平成26年10月１日から平成26年

12月31日まで)及び第３四半期累計期間(平成26年４月１日から平成26年12月31日まで)に係る四半期財務諸表につい

て、名古屋監査法人による四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について

「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第64号)第５条第２項により、

当社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業集団の

財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいものとし

て、四半期連結財務諸表は作成しておりません。

  なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。

    資産基準                1.7％

    売上高基準              1.2％

    利益基準                0.5％

    利益剰余金基準          0.8％

    ※会社間項目の消去後の数値により算出しております。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前事業年度

(平成26年３月31日)
当第３四半期会計期間
(平成26年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 5,902 6,347

  売掛金 2,331 2,282

  商品及び製品 388 412

  仕掛品 23 12

  原材料及び貯蔵品 313 328

  関係会社短期貸付金 7,000 3,500

  その他 137 79

  貸倒引当金 △9 △5

  流動資産合計 16,087 12,956

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物（純額） 2,077 2,018

   機械及び装置（純額） 1,610 1,469

   その他（純額） 989 981

   有形固定資産合計 4,676 4,469

  無形固定資産 41 33

  投資その他の資産 1,787 1,981

  固定資産合計 6,506 6,485

 資産合計 22,593 19,442

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 1,585 1,624

  未払法人税等 239 57

  賞与引当金 164 63

  役員賞与引当金 16 3

  その他 506 489

  流動負債合計 2,511 2,239

 固定負債   

  退職給付引当金 473 476

  役員退職慰労引当金 64 62

  その他 － 57

  固定負債合計 537 596

 負債合計 3,049 2,835

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,160 1,160

  資本剰余金 1,160 1,160

  利益剰余金 17,067 17,312

  自己株式 △65 △3,455

  株主資本合計 19,323 16,177

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 220 428

  評価・換算差額等合計 220 428

 純資産合計 19,544 16,606

負債純資産合計 22,593 19,442
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(2) 【四半期損益計算書】

【第３四半期累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年12月31日)

売上高 16,997 16,370

売上原価 15,165 14,800

売上総利益 1,832 1,570

販売費及び一般管理費   

 運送費及び保管費 216 196

 賞与引当金繰入額 8 9

 役員賞与引当金繰入額 10 3

 退職給付費用 18 22

 役員退職慰労引当金繰入額 9 7

 貸倒引当金繰入額 0 －

 その他 501 474

 販売費及び一般管理費合計 764 713

営業利益 1,067 856

営業外収益   

 受取利息 29 23

 受取配当金 35 36

 雑収入 33 36

 営業外収益合計 97 96

営業外費用   

 賃貸費用 5 5

 自己株式取得費用 － 30

 雑支出 0 0

 営業外費用合計 5 35

経常利益 1,159 916

特別利益   

 固定資産売却益 0 －

 投資有価証券売却益 － 1

 補助金収入 － 2

 特別利益合計 0 4

特別損失   

 固定資産除売却損 17 1

 ゴルフ会員権評価損 － 1

 特別損失合計 17 3

税引前四半期純利益 1,142 917

法人税、住民税及び事業税 400 276

法人税等調整額 30 44

法人税等合計 430 320

四半期純利益 711 596
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

 

(会計方針の変更等)

当第３四半期累計期間
(自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日)

(会計方針の変更)

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられ

た定めについて第１四半期会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込

額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の変更等をいたしました。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第３四

半期累計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減し

ております。

この結果、当第３四半期累計期間の期首の前払年金費用が81百万円減少し、退職給付引当金が23百万円減少

し、利益剰余金が37百万円減少しております。また、これらによる損益への影響は軽微であります。
 

 

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書及び前第３四半期累計期間に係る四半期キャッ

シュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償

却費を含む）は、次のとおりであります。

 
前第３四半期累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年12月31日)

減 価 償 却
費　　　　　　　　　　　　
　　

434百万円   425百万円
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(株主資本等関係)

前第３四半期累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月26日
定時株主総会

普通株式 175 20.00 平成25年３月31日 平成25年６月27日 利益剰余金

平成25年10月31日
取締役会

普通株式 175 20.00 平成25年９月30日 平成25年12月６日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後となる

もの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前事業年度末日と比較して著しい変動がありません。

 

当第３四半期累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月26日
定時株主総会

普通株式 175 20.00 平成26年３月31日 平成26年６月27日 利益剰余金

平成26年10月31日
取締役会

普通株式 138 20.00 平成26年９月30日 平成26年12月８日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後となる

もの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

当社は、平成26年９月８日開催の取締役会決議に基づき、自己株式1,832,500株の取得を行いました。この結果、

当第３四半期累計期間において自己株式が3,390百万円増加し、当第３四半期会計期間末において自己株式が3,455

百万円となっております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      (単位：百万円)

 

報告セグメント

その他 合計
液体調味
食品

粉粒体食品 チルド食品 即席麺 計

売上高        

  外部顧客への売上高 2,901 3,304 2,655 6,554 15,416 1,581 16,997

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

－ － － － － － －

計 2,901 3,304 2,655 6,554 15,416 1,581 16,997

セグメント利益 264 86 237 456 1,044 22 1,067
 

(注) １　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、商品（冷凍魚ほか）でありま

す。

２　セグメント利益は、四半期損益計算書の営業利益と一致しております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

Ⅱ 当第３四半期累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      (単位：百万円)

 

報告セグメント

その他 合計
液体調味
食品

粉粒体食品 チルド食品 即席麺 計

売上高        

  外部顧客への売上高 2,541 3,323 2,576 6,591 15,033 1,336 16,370

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

－ － － － － － －

計 2,541 3,323 2,576 6,591 15,033 1,336 16,370

セグメント利益 324 69 226 216 836 19 856
 

(注) １　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、商品（冷凍魚ほか）でありま

す。

２　セグメント利益は、四半期損益計算書の営業利益と一致しております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、次のとおりであります。

項目
前第３四半期累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日)

　　１株当たり四半期純利益金額 81円06銭  74円39銭

    (算定上の基礎)   

   四半期純利益(百万円) 711 596

   普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

   普通株式に係る四半期純利益金額(百万円) 711 596

    普通株式の期中平均株式数(株) 8,781,757 8,021,978
 

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

２ 【その他】

第75期（平成26年４月１日から平成27年３月31日まで）中間配当については、平成26年10月31日開催の取締役会に

おいて、平成26年９月30日の株主名簿に記載または記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議

し、配当を行いました。

（イ）中間配当による配当金の総額・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　138百万円

（ロ）１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　20円00銭

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・・・・・・・・・・・・・　平成26年12月８日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成27年２月10日

ユタカフーズ株式会社

取締役会  御中

名古屋監査法人
 

 

 

代表社員

業務執行社員
 公認会計士　　中　　田　　惠　　美　　㊞

 

 

業務執行社員  公認会計士　　山　　本　　真 由 美　　㊞
 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているユタカフーズ株

式会社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの第75期事業年度の第３四半期会計期間(平成26年10月１日から平

成26年12月31日まで)及び第３四半期累計期間(平成26年４月１日から平成26年12月31日まで)に係る四半期財務諸表、す

なわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、ユタカフーズ株式会社の平成26年12月31日現在の財政状態及び同日をもっ

て終了する第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認め

られなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １. 上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２. XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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